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 国民健康保険税減免取扱要綱参考例新旧対照表 

修正案 原案（全市町村宛意見照会時点） 

 

（趣旨） 

第 1条 この要綱は、○○○市（町、村）国民健康保険税条例（元 

 号○年○○○市（町、村）条例第○号。以下「条例」という。）第 

 ○条の規定による国民健康保険税の減免の取扱いについて必要な 

 事項を定めるものとする。 

 

 （減免の割合等） 

第２条 条例第○条第１項の規定による国民健康保険税の減免に係 

 る減免の額等は、別表に定めるとおりとする。 

 

 （複数事由による減免の申請） 

第３条 条例第○条第１項各号中２以上の規定に該当する場合は、 

 各々の規定による減免の額のうち、最も大きい額となる規定を適 

 用する。 

 

 （減免の額にかかる端数計算） 

第４条 国民健康保険税の減免の額に１００円未満の端数があると 

 きは、これを切り上げるものとする。 

 

 （減免の申請） 

第５条 条例第○条第２項の規定により国民健康保険税の減免を受 

 けようとする者は、国民健康保険税減免申請書（様式第１号）に 
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 別表に定める必要書類を添付し、市（町、村）長に提出しなけれ 

 ばならない。 

 

（質問、検査等） 

第６条 市（町、村）長は、前条に規定する申請書を受理した場合 

 において、減免申請に対する処分を決定するために必要と認める 

 ときは、地方税法第７０７条の規定により、質問又は検査等を行 

 うものとする。 

 

 （減免の決定等） 

第７条 市（町、村）長は、第５条の規定により申請書の提出があ 

 ったときは、減免の可否を決定し、その結果を国民健康保険税減 

 免決定（不承認）通知書（様式第２号）により通知するものとす 

 る。 

 

（減免申請の却下） 

第８条 市（町、村）長は、減免を受けようとする者が次の各号の 

 いずれかに該当すると認められた場合においては、申請を却下す 

 るものとする。 

 （１）必要な書類の提出をせず、又は補正に応じないとき。 

 （２）質問又は検査に応じないとき。 

 （３）虚偽の申請をしたとき 

 （４）その他却下に相当する理由があると認められたとき。 

 

 （減免の取消し等） 

第９条 市（町、村）長は、国民健康保険税の減免を受けた者の属 

 する世帯が次の各号のいずれかに該当したときは、その取消し又 
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 は変更を行い、その旨を国民健康保険税の減免を受けた者に国民 

 健康保険税減免取消（変更）通知書（様式第３号）により通知す 

 るものとする。 

 一 事情の変化により減免の事由が消滅したと認められることと 

  なったとき。 

 二 虚偽の申請その他不正な行為により減免を受けたと認められ 

  るとき。 

 

２ 市（町、村）長は、前項の規定により国民健康保険税の減免の 

 取消しを行った場合は、取り消した減免の額を、当該国民健康保 

 険税の減免を受けた者から徴収するものとする。 

 

 附則 

この要綱は、令和９年４月１日から施行する。 
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